As Essay on the Function of Cultivating Human Resources as Universities' Contribution to Society by 佐々木,英和 & 戸室,憲勇
107
大学の社会貢献に関する一考察
－特に人材養成機能に着目して－
An Essay on the Function of Cultivating Human Resources
as Universities' Contribution to Society
佐々木　英和 *，戸室　憲勇 **
SASAKI  Hidekazu,  TOMURO Norio
はじめに
　大学と社会との関係は、これまでどうであり、これからはどうであることが望ましいのか。かつて
は、大学といえば、「象牙の塔」という言い方に象徴的なように、あたかも完全に社会と隔離した独
立した存在であるかのように言われた時期があった。だが同時に、「大学の社会貢献」の必要性や重
要性が叫ばれるようになって久しいことも忘れてはならない。そして、公開講座や産学連携などをは
じめとして、その名に値する数々の実践も、国公私立を問わず各大学で行われている。しかしながら、
このようにして実践が先行する一方で、その概念を鳥瞰し把握する理論的視座は、ほとんど明らかに
なっていない。それは、実践理論としては言うまでもなく、説明理論としても十分ではない。よって、
翻って考えれば、「大学の社会貢献」について、その全体を鳥瞰するという問題意識を背景に置きな
がら、その構造を体系的に整理するという学術研究は、必須であると言って差し支えない。
　本稿では、「大学による社会貢献」が政策的に明文化され規定されてきた事実を大まかに押さえた
上で、大学の「人材養成をつうじた社会貢献」に主題を絞り込み、その全体像を理論的に整理するこ
とを試みるものである。さらに、筆者たちが自らの勤務先で行ってきた具体的事例を紹介することに
より、こうした類の活動の実際を描写しようとするものである。そうした意味で、本稿は、「大学に
よる社会貢献」の可能性や課題を的確に論ずるための準備的考察として位置づくものにすぎないとは
いえ、学術的にほとんど未開状態にあると言わざるをえない領域を開拓するためのとりあえずの足場
を作るという企図を持って執筆された。
（佐々木 英和）
Ⅰ　「大学による社会貢献」についての政策的明文化
　大学による社会貢献が、政策的論点として取り上げられ、各大学がそれに対応していくことが求め
られるようになったのはいつからか。従来までも、大学審議会答申などで指摘されてきたことではあ
るが、それがより明確になったのは、2006（平成 18）年 12 月 22 日、1947 年より約 60 年間変わら
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なかった教育基本法の改正による。改正そのものについては、批判も含め様々な論点において議論さ
れたが、こと大学を含めた学校教育に関する改正内容は、次のとおりである。これまで教育基本法は、
学校に関しては、学校の設置者と教員についてのみ規定していた。しかしながら、改正に当たっては、
教育基本法（平成 18 年法律第 120 号）の条文の一つとして、学校の役割、大学の役割を明確に規定
すべき事が指摘されたのである。大学に関して、具体的には、つぎの通りである。
第７条　大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究して
新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄
与するものとする。
　　２　大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されな
ければならない。
　ここで特徴的なのは、「高い教養と専門的能力」を培うことと「新たな知見を創造」することに留
まらず、それらの「成果を広く社会に提供」し、「社会の発展に寄与」することまでもが、大学の役
割として規定されたことである。これは、従来大学の役割を定めていた学校教育法にはなかった一文
である。すなわち、これまで大学の自主努力として行われるにすぎなかった大学の社会貢献・地域貢
献が、大学の果たすべき使命として明確に規定されたことに他ならない。
Ａ　改正教育基本法における大学の役割
　教育基本法の改正は、2001（平成 13）年 11 月 26 日に、「新しい時代にふさわしい教育基本法の在
り方について」として中央教育審議会に諮問された。これを主に検討したのは、中央教育審議会基本
問題部会である。このうち大学に関する検討課題は、旧教育基本法には、「学校教育に関する規定（第
6条）として，学校の性格及び教員の身分について規定しているが，学校についても，その役割や教
員の使命について明確にする観点から議論する必要がある」（「新しい時代にふさわしい教育基本法の
在り方について」平成 13 年 11 月 26 日諮問（抄））として、それを教育基本法に反映させることであ
った。
　そこで、教育基本法に盛り込むべきとして議論された大学の役割は、主に次の２点であった。ひと
つは、教育・研究面について、国際的な競争力を保持できるようにしていく点である。これは、従来
の学校教育法において規定されていた内容と同様のものである。
　もうひとつが、「国民全体の知的レベルをあげ」、「地域との関わり」や「社会への貢献にどう対応」
していくかという点である。これは、基本問題部会において論点として提起され 1）、その後、中央教
育審議会および自民党に設置された「与党教育基本法改正に関する協議会」に検討が引き継がれた。
教育基本法制定から 60 年あまりを経て、こうした新たな大学の役割を付記しようという議論が出て
くるようになった背景には、大学の大衆化と生涯学習社会への対応といった側面がある。
　すなわち、大学進学率の上昇と共に、社会が大学に期待する人材育成機能は、高度知識人の育成と
いうだけでなく、「高校卒業後に進学するところ」として一般的な知識・技術・教養をもった社会人
の育成に対して期待が高まってきた。そうした要請にも大学は対応していく必要があるということで
ある。そのためには、地域に対して積極的に知の門戸を広げ、例えば中央と地方との教育格差の解消
など、地域の教育レベルの向上に尽力することが求められる。さらには、社会の成熟とともに、各分
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野において高度な知識・技術が普遍的に必要となるにつれ、一度社会に出た後も、大学・大学院など
の高等教育機関で学び直し、新たな知識・技術を習得して、再度社会に出る、再就職するといった社
会－学校の往復（リカレント教育）が必要な場面が増えてきている。これに関連して、大学における
社会人教育の拡充などは、2002（平成 14）年 2月 21 日の中央教育審議会答申「大学等における社会
人受入れの推進方策について」などにおいても議論されてきた。こうした文脈を鑑みれば、大学の社
会貢献が大学の役割として教育基本法に明記されるようになったことは、時代の要請である。
Ｂ　大学の社会貢献・地域貢献を具体化する手段としての履修証明制度
　では、大学の教育・研究の成果をもって社会に貢献するためには、具体的にどのような方法がある
のだろうか。教育基本法の改正をうけて学校教育法も 2007（平成 19）年に改正されているが、この
問いに関するものとして、次の条文があげられる。
第 83 条 大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、
知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。
　　　２ 大学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供するこ
とにより、社会の発展に寄与するものとする。
第 105 条　大学は、文部科学大臣の定めるところにより、当該大学の学生以外の者を対象とした特
別の課程を編成し、これを修了した者に対し、修了の事実を証する証明書を交付するこ
とができる。
　従来、学校教育法第 83 条において、大学の目的が規定されていたのが、新たに第 2項が新設され、
教育研究の成果を「広く社会に提供」し、「社会の発展に寄与」するものとされた。ここまでは、教
育基本法改正の流れを踏襲するものである。
　そこに新たに、第 105 条が新設された。その内容は、各大学が主に社会人を対象とした「特別な課
程」を編成できるようにし、課程の修了者に対し、学校教育法の裏付けのある「履修証明書」（学校
教育法施行規則 164 条）を交付できるようにするというものである。この履修証明制度は、米国の
Certifi cate 制度をモデルとしており、社会人が大学で学び直し、学習証明を得て、再度社会に出ると
いう仕組みを想定している。すなわち、入口の仕組みと、出た後の再活躍の仕組みの両方を視野に入
れた制度といえる。
　これは、教育再生会議において、「再チャレンジのための中途退学者や社会人入学者に相応しいカ
リキュラムの確立」（平成 19 年 1 月 24 日教育再生会議―第一次報告―「社会総がかりで教育再生
を～公教育再生への第一歩～」）として大学への社会人入学者の枠を広げることが提起されたものが、
中央教育審議会大学分科会において、履修証明制度創設として議論が引き継がれたものである。履修
証明制度は、大学分科会において「社会人への対応は大学教員にとっても新たな試練」「履修証明の
質の確保をどのようにしていくのか」「現行制度との整合性をとる必要がある」2）など、様々に議論
されたものの、総論としては、設置する方向で議論された。こうした議論を踏まえ、平成 19 年 3 月
10 日中央教育審議会答申「教育基本法の改正を受けて緊急に必要とされる教育制度の改正について」
において、「履修証明制度に関する規定を新設する」ことが提起されたのである。
　すなわち、改正教育基本法第 7条および改正学校教育法第 83 条に謳われる大学の社会貢献は、様々
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な形で実施されることが期待されているものの、それを具体化し、さらに目に見える形で普及させる
ための新しい方策として、改正学校教育法第 105 条が新設されたように、大学への社会人の受け入れ
が注目されている。それも、社会人に対する入口の整備から、大学を出た後の保証といった出口レベ
ルまでをも含めた射程の広い対応が、大学に求められるようになってきたというわけである。
（戸室憲勇）
  
Ⅱ　「社会貢献そのものとしての人材養成」の基本構造
　そもそも大学は、研究機関であるととともに教育機関でもある。言い換えれば、大学の実際の活動
というレベルにおいて、教育活動と研究活動とは重なっている面も多い。ただし、社会貢献という文
脈に限定した場合、行政的便宜としては、「教育活動をつうじた社会貢献」と「研究活動をつうじた
社会貢献」とに分けて考えるようである。たとえば、大学の自己点検を大学評価・学位授与機構が
2001( 平成 13) 年から 2002( 平成 14) 年にかけて行った際には、そのような二本柱に分けて、個別に
外部評価が行われた。よって、便宜的な必要性から大学の社会貢献機能を教育的側面と研究的側面と
に分けて考えることには、一定の社会的合意があると言えよう 3）。
　このことを踏まえた上で、本稿の主題を「人材養成」というキーワードに集約させる。その状況的
理由の一つとは、1974（昭和 49）年に制定された大学院設置基準において、2006（平成 18）年には
“ 大学院は、研究科又は専攻ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を学則等に
定め、公表するものとする ”（第 1条の 2）という一文が加わったことに象徴されるように、人材養
成が、大学や大学院にとって政策的に重要なキーワードと化していることである。
　これまでは、教授をはじめとした学問の職業集団が、大学院生や大学生に作業を手伝わせたりしな
がら研究を熱心に行っていけば自ずと得られる成果として、研究を進められ研究コミュニティで活動
可能な人材養成ができ、研究者として通用する人材を輩出できていたと言える。しかし、先の大学設
置基準では、「期待される成果」もしくは「予測される結果」としてではなく「明確な目的」として、
人材養成が大学院の役割として積極的に位置づけられた。このように、「研究をつうじた社会貢献」
にも、人材養成的側面がある。ただし、それは、「研究に関する教育をつうじた人材養成」として扱
えるものであり、「研究をつうじた教育活動」と捉え返すことが可能である。つまり、直に教授陣が
講義を行うという形を取っていない場合でも、人材養成につながる教育活動は、日常的な研究活動の
中で行われているのである。
　したがって、本稿では、教育概念を広めにとった上で、「教育をつうじた社会貢献」の中でも、「人
材養成」という側面を当てるという筋道が自然だと考える。すなわち、教育活動という概念は多義的
かつ奥行きのあるものであるが、その一部として人材養成的側面を扱うという便宜に従うわけである。
　大学の社会貢献という文脈で人材養成について考える場合、次の二つの意味合いで構造的に把握す
る必要がある。一つは「人材養成それ自体が社会貢献である」という意味合いであり、もう一つは「養
成された人材による社会貢献」という意味合いである。前者は、大学の社会貢献の目的としての人材
養成であり、後者は、大学の社会貢献の手段としての人材養成ということである。社会貢献を実質化
するという文脈では、前者は必要条件であり、後者は十分条件であるとも言える。
　前者についていえば、大学で行っている教育活動自体がすでに社会貢献的な意味合いがある。すな
わち、時間的スパンを長く取り未来を見すえていけば、大学生や大学院生などに教授活動を行い、彼
111
らを卒業・終了させて社会に送り出すこと自体が、一定の社会的役割を担っているという意味では社
会貢献になる。しかし、はじめから当然の役割として行っているとみなしうる活動を、世間はわざわ
ざ「社会貢献」という意味合いでは認めないと予想される点を踏まえれば、特に社会人に大学を開放
した形で行われる人材養成こそが、「社会貢献そのものとしての人材養成」の名に値すると言えよう。
　これに対して、後者は、大学の機能として社会貢献したということの分かりやすいアリバイともな
りうるパターンである。つまり、養成した人材が何らかの形で社会で活躍することは、社会貢献の成
果を可視化してくれるものである。それには、たとえば行政委員になったり、自ら事業を興したり、
教育活動を行ったりするなど、様々な方向性があり、その選択肢は半ば無限の広がりを見せる。ここ
で、大学の役割として重要なことの一つは、養成した人材をフォローアップすることである。という
のは、現実的には、社会に貢献できる人材を養成することと、そうした人材が実際に社会に貢献する
こととの間には、相当に大きな溝があるからである。逆に言えば、こうしたミスマッチの解消を視野
に入れながら人材養成を行うことが要求されてくると同時に、要請した人材が社会的に活躍するため
の補助輪的役割を当面は担わざるえないことも多々あるのである。
　このⅡ節では、「社会貢献そのものとしての人材養成」と「養成した人材による社会貢献」との統
合を図ることの重要性を念頭に置きつつも、前者の個々の要素について体系づけて整理する。なお、
後者については、次のⅢ節で、具体的事例をとおして、ある程度触れることにする。
　それでは、 大学における人材養成の機会は、いかにして実現可能か、また実際にどうなっているの
か。これについては、「それ自体が社会貢献となる大学の人材養成」の主軸が「教育面における大学
開放」だとすれば、これまでは大学に関わってきづらかった層に対する便宜を図ることだとみなして
よい。具体的には、社会人を対象として、大学を開放し、教育サービスの充実を図り、多様な背景を
持つ学習者に対して学習機会を開くことである。実際、最近では、大学における教育制度が弾力化し
ている。だが、制度的な次元で学習者を受け入れる体制が整備されても、学習活動の現実的な制約と
なっている諸条件を克服しなければ、学習者が学習機会を得ることはできない。こうした課題につい
て、二つの枠組みを用意し、各々について基準を設定して整理を試みたい。ここでは少なくとも、法
律や規則などの制度として整備するレベルと、学習者が学習機会を実際に生かすための便宜を図るレ
ベルとの二段構えで考えるべきである。つまり、制度的便宜と機会的便宜との双方を意識するという
ことである。加えて、こうした形式的整備だけでは補いきれない側面について、心理面を含めて学習
者個々をどのようにバックアップするかという点も、実質的に極めて重要である。
Ａ　学習者の受け入れ体制の制度的拡充
　一つ目は、「学習者の受け入れ体制の拡充」という枠組みである。横軸を構成する視点としては、
単位を修得できる権利の有無（認められているか、認められていないか）という基準を置いてみる。
そして、縦軸を構成する視点としては、通学形態として、フルタイムで授業を受けざるをえない体制
になっているか、パートタイムでも授業を受けることが可能になっているかとで分けて考えてみる。
二次元にすぎない平面の中に、各々が次元の異なる方策を強引に収めるという理論的な無理をするこ
とにはなるが、これらを図式化したものが図表１である。
　一般入試によって大学・大学院に入学してきた学生は、フルタイムで学校に通い、単位を修得し卒
業資格や修了証書を得ることができる。社会人においても、一般学生と同じような時間帯で授業を受
けることが可能であるばかりか、入試において別枠が用意されていることも多く、大学の社会人学生
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に対する積極的な受け入れ姿勢がうかがわれる。さらに、単位修得という形式にこだわらないのであ
れば、希望する指導教授の研究生になって、フルタイムで大学に通い、大学の教育および研究の実質
に触れるという道がある。
　だが、フルタイムで大学に通うのは、現にフルタイムで働いている人にとっては、一つの身体を同
時に別々の場所に存在させることが物理的に不可能という意味で、原理的に困難なことである。実際、
社会人学生には、専業主婦や、これまで続けていた仕事をいったんやめるという決断をした人が多い
という事実が、そのことを物語っている。そういうわけで、この状況を補償するがごとく、パートタ
イムで大学教育に触れられる機会が制度的に用意されている。
　大学入学資格のある人であれば、聴講生制度を活用すれば、学びたい科目や科目群だけを受講する
ことができる。また、年齢や学歴などの受講資格が問われないという意味で開かれているものは大学
公開講座であり、単位云々を気にせずに、パートタイム学生として自分の都合の良い期日や時間帯に
開講されている講義を気軽に受けられる。ここで公開講座を人材養成の機会に生かすことも十分に可
能であり、単なる教育サービスの提供という意識で事業展開をとどめなければならない必然性がない
にもかかわらず、多くの大学公開講座がその可能性を実行・実現していないという実態があることを
意識しておくべきであろう。
　しかし、そうは言ってもやはり、入門的で気軽な講座を求めるとみなされがちなパートタイム学生
であっても、資格や免許の取得などを必要とするといった理由で所定の単位を強く希望する人も多く
いる。1991（平成 3）年より始められた科目等履修制度は、当該大学の学生・院生にならなくとも、
授業科目ごとに単位修得が可能な制度である。さらに、前出のような 2007（平成 19）年から整備さ
れた履修証明制度は、特筆に値するものである。
図表１ 大学の学習者の受け入れ体制の拡充に関する見取り図
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Ｂ　教育機会の融通性の制度的拡充
　以上のような制度的整備に、第二の枠組みで
ある「教育機会の融通性の拡充」の状況を重ね
合わせてみる必要がある。これについては、学
習するための時間と空間について、それらの融
通が利きやすいか否かで整理してみたい。図表
２は、縦軸に時間的融通性が大きいか小さいか、
横軸に空間的融通性が大きいか小さいかについ
て、それぞれを程度問題として位置づけて、個々
の方策を大まかに鳥瞰したものである。
　正規の大学カリキュラムにおいて、必修科目
より選択科目が多いほうが、学習者が選ぶ自由
度という意味では便宜が図られていると言える。
だが、いくら選択科目を数的に充実させても、
そもそも通学できなければ、授業を受けて単位修得することは不可能なため、職業人として職業を持
ったまま大学教育を受ける際には恩恵がない。その代償のごとく、「働きながら学ぶ」人たち、いわ
ば < ながら族 > に対する便宜が積極的に図られているのである。
　まず、夏期期間などを用いて集中講義形式で授業を行う場合があるが、夏休みが取りやすい学校教
員などには相当に好都合である。また、平日昼間に働いている人にとっては、以前から大学夜間部へ
の通学が可能だったし、大学院の昼夜開講制も普及しつつあり、土日や休日に授業を開講する場合も
ある。これらは、1日サイクルや 1週間サイクルのレベルで、時間的融通を図ったものである。これ
に対して、学習者のライフプランを見据えて修業年限の弾力化を図るために、大学の制度設計の根本
にまで関わってくるほど融通を利かせたものもある。大学を 1年早く卒業できる特例や、大学院修士
1年生コースは、在学期間の短縮化を図るものである。逆に、在学期間の延長を図るものとして、勉
学時間を確保しにくい大学院生を長期履修学生として認めることは、<ながら族 >を支援する意味合
いが強い。
　次に、空間的便宜を図った典型として、学習者に来校してもらうのでなく、大学教員がその地域ま
で出向いて講義を行う出前形式（出張形式）の講義があるが、それは学習者自らが在住・在勤する地
域で大学の授業を受けられるという利点がある。また、鉄道などの交通手段に恵まれたところにサテ
ライト教室を設けることにより、特定の曜日に会社帰りの途中で授業を受けることができるというよ
うな便利さが生まれる。
　視点を大きく変えると、自分の在籍する大学以外で単位を修得したものや、大学以外の教育施設等
で学修したことが、自大学の単位として認められる単位互換制度は、学習者にとっての学習空間の選
択肢を増やしたものと位置づけてよい。さらに、大学評価・学位授与機構において、単位累積を加算
することが制度化していることにより、空間的な意味だけでなく時間的な意味でも便宜がより良くな
っている。
　以前からの通信教育は、時間的・空間的に通学しにくい人が、学位を取るための便宜であったが、
放送・通信技術の飛躍的な発展のおかげで、時間的制約・空間的制約にもほとんど縛られないでよい
学習活動の可能性がより充実した。放送大学は、番組の放送時間が決まっているとはいえ、ビデオ録
図表２ 大学の教育機会の融通性の拡充に関する見取り図
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画が普及した時代には、都合の良い時間に視聴可能である。ノートパソコンを持ち歩いている人にと
って、携帯電話等でインターネットとつながりさえすれば、まさに「いつでも・どこでも」教育を受
けることが実現する。つまり、時間と空間とを自由に選択して学習活動を行えるのである。
　さらに、「学習者の受け入れ体制」に関する枠組みと「教育機会の融通性」に関する枠組みとを効
果的に組み合わせることで、学習支援がさらに充実する余地を残していることが示唆される。たとえ
ば、土曜日の午後に出前形式で公開講座を行えば、その地域に住んでいる職業人が恩恵を被ることに
なる。通信制の大学院で単位を修得することが可能になった段に至っては、通学制という概念それ自
体が翻されるほどに、大学院教育の機会は柔軟化したのである。
Ｃ　学習者の精神的障壁の解除のための創意工夫
　学習者の教育機会を量的・質的に豊かにするという意味での社会貢献については、以上のような形
式的な側面を整えることで事足れりというわけではなく、学習者自身の内面的・動機的側面に着目す
る必要がある。すなわち、学習者にとっての外的条件に対する配慮だけでなく、その内的状況にも目
配りすることにより、この類の社会貢献は実質化するのである。　
　大学が、学習者の受け入れ体制を拡充し、教育機会に融通性を持たせていっても、現実に学費がか
かるという経済的障壁や「大学の勉強はむずかしそうだ」といった精神的障壁までもが乗り越えられ
てしまうわけではない。「門戸」を開くことを謳う以上は、多くの人が「入口」から入ってきてもら
うための創意工夫に精力を注ぐべきであろう。
　だが他方で、入口を広げることと、新たに関わり始めた学生や受講生に対する教育的成果を上げる
こと、いわば「中味」を充実させることとが必ずしも両立するとは限らないことも確かである。たと
えば、情報通信技術の恩恵により、多数の社会人が大学教育に触れることができるようになったが、
それは、講師と学生とが直に向きあって話し合ったり、多くの学生がキャンパス内で直に交流するこ
とによって得られるメリットの犠牲の上に成り立っている。したがって、学習者が学んでいることそ
れ自体に意味や喜びを見出したりして満足できるような効果的な教育内容・教育方法を探っていくと
いう課題が浮かび上がってくる。
　加えて、いわば「出口」の議論として、日常生活や職場等で学習成果を積極的に生かしたい、さら
には正当な評価を得たいという欲求を忘れてはならない。職業人の多くは、これから自分が学ぼうと
することの出口を強く意識し、そこから遡って中味を吟味し、入口の充実度を見極めて大学を選択す
るという経路を取りがちである。中には、これまでとは違った新しい出口へと向かうために、いわば
「職業的やり直し」をするために < 入学 > する人もいる。
　大学は、単に入口を広く開いたことに満足せず、中味をよりいっそう充実させながら、出口への筋
道を明らかにし、各々を有機的に連関させたシステムを創造すべきだというわけなのである。
（佐々木 英和）
Ⅲ　「養成した人材の社会貢献を念頭に置いた教育活動」の実践事例
　本節では、「人材養成そのものが社会貢献である」ことをふまえつつ、そこにとどまらずに「養成
した人材による社会貢献」を成功裏に収めるための方法論について、理論的体系化をめざすというよ
りも、実践的試行錯誤を経た具体的結果を振り返った上で抽象度を高めて整理し直すという方向で議
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論を展開する。
　それでは、社会人を主な対象とし、なおかつ「入口－中味－出口」レベルの各々で充実したプログ
ラムは、どのようにして設計可能だろうか。この問いに答えるための一つの足がかりとして、宇都宮
大学の取組みを紹介したい。
　宇都宮大学生涯学習教育研究センター（以下、「生涯センター」）は、平成 19 年度に、主に農学部
と協働して、文部科学省委託事業「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」に応募し、企
画提案書「対話力に富み『食と農』に精通した人材の養成および農業集団の育成のためのプログラム」
が採択された。本委託事業の委託期間は、平成 19 年度～平成 21 年度の 3ヶ年であり、委託額は、3
ヶ年で約 5000 万円である。平成 19 年度は、プログラム開発の年度とし、実際に受講生を募って講座
を実施したのは平成 20 年度からである。
　本委託事業は、宇都宮大学が、大学への政策的要請に対応し、積極的に社会人を受け入れ、育成し、
修了後には彼らが社会に貢献できるような活躍をするよう企図した、実験的な教育プログラムである。
その成果として、平成 20 年度修了生は早くも、地域の食と農をテーマに起業したり、修了生間で食
育集団を組織し教育活動を実践したりといった活躍を見せるに至っている。講座の修了生が地域で活
躍することは、人材育成による社会貢献が目に見える形ではっきりと示される代表的な例であり、講
座そのものの目的であるといえよう。
　それでは、人材育成による社会貢献という視座において本委託事業を捉える場合、いかにして、人
材育成プログラムを、輩出した人材が地域で活躍するという社会貢献＝アウトカムにつなげるに至っ
たのだろうか。２年半にわたる運営を振り返って分析するに、次の３点にみることができる。①制度
的側面、②内容的側面、③フォローアップの側面、である。以下、まず本委託事業の概要について簡
単に説明した後に、上記３点について敷衍したい。
Ａ　社会人の学び直し・再活躍を目標とする教育プログラム
　本委託事業の正式名称は「対話力に富み『食と農』に精通した人材の養成および農業集団の育成の
ためのプログラム」であるが、以下「食農関連人材養成プログラム」という講座名で表記することに
する。
（１） 食農関連人材養成プログラムの基本構成
　本委託事業は、近年、今までになく「食と農」に関する様々な問題がクローズアップされているこ
とを受け、食と農が一体のものであること、農（生産）を食（消費）の視点から、食（消費）を農（生
産）の視点から捉え直すことが重要であるとの認識を背景としている。そこで、宇都宮大学は、委託
事業として、生涯学習教育研究センターにおいて培われてきた社会人教育力および企画力・広報力と、
農学部および附属農場における食と農に関する知の蓄積や実習設備、さらには栃木県の全国有数の農
業県としての地理的条件をもって、社会人学び直し講座「食農関連人材養成プログラム」を開講した。
　食農関連人材養成プログラムには、2つのコースがある。ひとつは、食農ファシリテーター養成コ
ースである。総学習時間は 180 時間（平成 21 年度）で、本プログラムのメインとなるコースである。
必要単位をすべて修得し、課題や資格認定試験を受け、資格認定委員会の審査に合格し、はれて修了
した者には、履修証明書および宇都宮大学認定資格「食農ファシリテーター」が付与される。
　もうひとつは、モニター受講生コースである。このコースは、食農ファシリテーター養成コースの
一部の科目を選択的に自由に受講できるコースで、大学開放、食と農の普及・促進を目的としている。
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修了者には、修了証書が付与される。
（２） 食農関連人材養成プログラム実施結果に関する基本情報
　この 2つのコースについて、時間数や、受講生数などの実施結果に関する基本情報は、次の図表３
のとおりである。
　図表３によれば、食農関連人材養成プログラム食農ファシリテーター養成コースが、180 時間とい
う比較的多くの時間をかけるものであるにも関わらず、多数の応募があったことがわかる。平成 20
年度では、定員 10 名のところ、15 名の応募があった。しかも、そのうち、修了した者は 13 名であり、
修了率は実に 86.7％にものぼった。社会人受講生の多様性を考えれば、こうした長期にわたるプロ
グラムにも関わらず高い修了率を達成したことは、それだけで特筆すべきことである。さらに、この
平成 20 年度修了生は、学習内容を自らのキャリアアップに活かすほか、地域の食農をテーマに起業
したり、あるいは食育活動集団を組織したりするなど、多様な活躍をしているのである。また、平成
21 年度実績においても、定員を 15 名に設定したところ、27 名もの応募が集まった。社会人受講生か
らみた本講座への期待の高さをうかがえる。
　ではなぜ、このような高い成果を生み出すことができたのか。次に、人材育成の仕組みについて、
みていきたい。
Ｂ　食農関連人材養成プログラムの制度的側面
　学習機会を用意することそのものが地域貢献になることは先に述べたが、しかしながら、それを真
に実現するには、運営にも制度的な工夫が必要となる。例えば、本プログラムは食と農および対話力
をテーマとするため、食・農・対話力のどれに惹かれて受講してきたかによって、受講生それぞれの
知識・教養の系統がまるで異なることになる。さらには、現在フルタイムで職に就いているのか、パ
ートタイムなのか、あるいは主夫・主婦なのか、定年しているのかといった職業に関する属性によっ
ても、プログラム参加への動機付けや参加するに当たってのハードルが大きく異なることになる。
　こうしたハードルについては、大学への社会人の門戸開放という意味で類似する科目等履修生制度
と比べてみるとよくわかる。科目等履修生制度は古くからあるにもかかわらず、受講生数はそれほど
多くない。これは、例えどんなに授業が魅力的であっても一般学生に比して様々な制約の多い社会人
にとって、科目等履修生として一般学生と同様に授業にのぞむことは、大きな制約があることの証左
である。さらに、学んだ内容をどう活かすかという点でも、制度的工夫が必要となる。科目等履修生
は、単位を修得することができるものの、その単位をもって直接何らかの活動に結びつけることは難
しい。もっと目に見える形で、その人の能力証明がなされる必要があるのである。
図表３　食農関連人材養成プログラム平成 21 年度基本情報と平成 20 年度参加・修了者数
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　異なる背景をもった社会人を、1年間で 180 時間という長期間にわたるプログラムにおいて、いか
にして参加してもらい、そして受講生集団として組織化していくか、ひいては修了後に修了生集団と
してより大きな活躍の成果を生み出していくか。これは、ひとえに講座の運営システムにかかってい
るといえる。これらの課題に対し、食農関連人材養成プログラムは、どのような制度的工夫をするこ
とで、解決しようとしてきたか。
（１） 社会人が参加しやすい期日 ・時間帯
　社会人が当該プログラムに参加するか否かを決めるに当たって、最も考慮する点の一つは、プログ
ラムが開講される時間帯である。
　何度も述べてきたことだが、社会人は、一般学生と比べて、多様な背景を持った存在である。たと
えば、現在職をもっているか、すでに定年しているかなどは、プログラムの受講に割ける時間などに
大きな差を生じさせる。
　では、社会人が大学で長期にわたる講座を受講するに当たって、都合のよい時間帯はどこか。食農
関連人材養成プログラムでは、講座の開校日を土曜日に設定した。土曜日の午前から午後にかけて、
2コマないし 3コマの授業を行うのである。理由は、次のとおりである。
　現在職についている人にとって、都合がよいことが多いと思われる曜日が、土曜日であったこと。
ウィークデイでは、来ることができる人が限られてしまう。一部、実験的に、平日夜間に講義を行っ
たが、宇都宮大学から遠い距離に職場や自宅がある人にとって、参加の機会が著しく減ってしまうこ
とがわかった。また、主婦・主夫の人にとっても、家事などの都合から夜間に家を離れていることは
大変であるとの声が寄せられている。同じウィークエンドでも、日曜日は休息や家族と過ごすために
時間を確保したいという声が寄せられた。土曜日へのプログラムの集中は、そうした最大多数の利便
性を狙ってのことである。
（２） 欠席の代替措置
　社会人が受講することを想定した場合、受講生それぞれの事情に応じて、欠席が一般学生に比して
増えることが予想された。食農関連人材養成プログラム食農ファシリテーター養成コースは、資格認
定および履修証明書の交付にあたって、厳しい単位認定要件や資格取得要件があるため、欠席が多い
ために修了に至らない人が出てくることが予想された。そのような可能性が高まれば、社会人受講生
にとって、仕事をしつつ学習を維持・継続することが大きな負担になってしまう。こうした前提のも
と、運営側が要求する程度の知識・技術を身につけてもらい、出席率を高め、単位取得の要件を満た
してもらうにはどうすればよいか。
　食農関連人材養成プログラムでは、担当していただく講師の方すべてに許可をとり、講義や演習、
実習の内容をすべてデジタルビデオカメラで撮影した。その後、それをＤＶＤ化し、欠席した受講生
に貸しだし、講義を視聴してもらい、当該講義についての補完レポートを提出してもらうことによっ
て、出席の代替措置とした。
　この措置は、土曜日に仕事が入ることもある社会人受講生にとって大変好評であり、単純に単位要
件や出席率の確保という意味合いの他にも、「聞き逃した講義をいつでも視聴できる」「重要な講義を
何度でも学べる」という点で効果があった。
（３） 資格の権威化
　食農関連人材養成プログラムでは、履修証明書および宇都宮大学認定資格「食農ファシリテーター」
を修了生に交付している。しかしながら、こうした履修証明書および資格は、それを保持している人
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の力量が保証されない限り、対外的には評価されず、修了生が活躍していく助けとならない。
　そのため、食農関連人材養成プログラムでは、履修証明書および資格の付与について、それを審査
する資格認定委員会を設けている。資格認定委員会は、受講生に対し、①すべての単位の修得、②レ
ポートの提出、③卒業レポートの提出、④資格認定試験（卒業レポートを基にしたプレゼンテーショ
ン）という課題を課し、それらを総合的に審査する。
　こうして、内部的には何段階ものハードルを設けることで、輩出する人材の質を確保している他、
卒業レポートなどを冊子として取りまとめ、関係機関に配布するなどして、修了生の「食農ファシリ
テーター」としての力量を目に見える形にする取組みも行っている。これについては、後述する。
Ｃ　食農関連人材養成プログラムの内容的側面
　多様な背景をもった社会人をいかにして育成するか。社会人の学習へのモチベーションを保ちつつ、
修了後の活躍へとつなげていくためには、漫然と座学を受けさせるカリキュラムでは不十分である。
このことについて、食農関連人材養成プログラムでは、次のような手法を用いている。
（１） 目標の明確化
　食農関連人材養成プログラム食農ファシリテーター養成コースでは、修了し、履修証明書および宇
都宮大学認定資格「食農ファシリテーター」を付与されるためには、資格認定試験を経ることが必要
である。具体的には、プログラム修了後、学んだことをどのような形で生かすかを大きなテーマとし、
それについて卒業レポートを作成し、資格認定委員会委員の前で口頭プレゼンテーションを行うこと
が必要である。そのため、受講生にとって、プログラム全体が、「ここで学んでいる内容をどのよう
に生かすか」を念頭に講座に臨んでもらう仕掛けとなっている。ゴールが修了後に設定してあるこ
とで、受講生は、ただ漫然と授業をうけるのではなく、「学んだ知識・技術をどのように役立てるか」
といった気構えを常に持つよう仕向けられているのである。
（２） 食と農に関する豊富な座学と実学の往復
　宇都宮大学は、伝統ある農学部の教員と、実習設備としての付属農場、さらに、教育学部家政科が
あることに加え、必要に応じて外部講師を招聘することで、豊富な食と農に関するコンテンツを提供
している。特に、大学では教授内容が多いからといって座学メインになることなく、農場設備を使っ
た実習や、調理施設での食品加工実習などを豊富に行うことで、一年間というプログラムの期間内に、
濃密な時間をすごすことになる。また、栃木県という農業県としての特質上、食および農についての
魅力的なフィールドが多いことから、フィールドワークも取り入れ（平成 21 年度より実施）、受講生
自ら課題を発見し、現地で答えを得てくるという手法も取り入れている。こうした実習ないし演習の
時間は、180 時間のうちのほぼ半分を占めている。これは、カリキュラムの編成にあたって、資格取
得をめざす社会人受講生は相対的に動機付けが高く、自らの課題について学習を深めたいという思い
があることが多いため、より実学的で実際に役に立つことを学べるように配慮したものである。
（３） 対話力の講座における参加体験型学習
　対話力の講座においては、コミュニケーション論は、ＯＡ機器を使ったプレゼンテーション論など
のほかに、随時、グループワークによって、参加体験型学習の手法を取り入れている。具体的には、
二人一組での聞く力のトレーニングや、付箋を用いたアイディア集成法、グループ討議やグループプ
レゼンテーションなどである。これは、学習したり、あるいはすでに学習や経験の蓄積がある人に固
有の「話したい・個人プレゼンテーション能力を発揮したい」といった欲求に沿った手法である。また、
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人間は、個人として一人で学習するよりも、交流し、お互いに学びあう関係を求めているという側面
もある。実際に、企画力の講座などで、これまで学んできた食と農の知識を動員し、一個の企画を仕
上げていく作業を通して、「学んだことを発揮する」体験ができたと実感する受講生も多いようである。
具体的には、平成 20 年度の受講生からの声として、対話力の授業で「仲間とワイワイやりながら一
つの企画を作っていく授業が一連の講義の中に随所にあったことで、モチベーションが保てた」とい
う声もうかがえた。
Ｄ　食農関連人材養成プログラムにおけるフォローアップの方法
　食農関連人材養成プログラムが非常に実学的であり、同時に実学への動機付けの高い受講生が集っ
ていることはすでに述べたが、そうであるからこそ、規定のカリキュラムでは収まらないニーズや要
望が出てくることも多い。また、「大学での学習」から「地域での活躍」へと舞台を移していくために、
修了後こそ大学からのフォローアップが必要とされる場面がある。すなわち、受講中、受講後を問わ
ず、規定のカリキュラムを越えた柔軟なフォローアップこそが、修了生の地域での活躍＝人材育成に
よる社会貢献が実質化していく近道なのである。
（１） プログラム受講中のフォローアップ
　食農関連人材養成プログラムでは、受講生に対し、プログラムの運営担当の特任研究員をチュータ
ー的に配置している。受講生からのあらゆる相談などに応じる体制がとられているのである。
　そのため、受講生は、その要望に応じて、特定の課題についての大学教員との橋渡しや、調査取材
などについての他機関との連絡調整、レポート等の作成方針についての相談など、幅広いケアをうけ
ることができる。受講生を常に横から支えるチューターの存在は、受講生のモチベーションの維持な
どにも貢献しており、実際の修了生からの声では、「大学からの大きな支えがあったことで、最後ま
で続けることができた」というものもあった。
（２） 受講修了後のフォローアップ
　プログラム受講修了後もまた、多少限定的ながら、修了生はフォローアップをうけることができる。
例えば、情報提供や、人材の紹介、計画書などの作成指南や様々な事についてアドバイスなど、修了
生の活動の内容に応じた幅広い対応がなされる。
　具体例を一つあげると、平成 20 年度修了生へのフォローアップとしては、人材同士を結びつける
こととして、例えば、修了生集団が食農教育事業を行う集団として組織化する際に利用可能な補助金
についての情報提供や申請手続きに関わるレクチャー、事業運営に必要な機材利用に関する指導や活
動成果を数字で示すための調査法の指導など多岐にわたった。
（３） 「食農ファシリテーター」 を普及させる取組み
　プログラムの修了生が活躍していくことを間接的に支援する方策として重要なことは、食農関連人
材養成プログラムを知ってもらうこと、プログラムの修了生の力量を知ってもらうことといった、認
知に関わることである。
　そのため、食農関連人材養成プログラムでは、修了生の卒業レポートおよびプレゼンテーション資
料をまとめた「食農関連人材養成プログラム食農ファシリテーター養成コース 学習成果報告書」を
刊行し、修了生の実力が目に見えてわかるようにしている。さらに、この学習成果報告書を、関係各
機関に配布し、食農関連人材養成プログラム修了生を人材として紹介することで、人材としての認知
を高める工夫を行っている。
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　その他にも、宇都宮大学認定資格「食農ファシリテーター」の存在が普及するような仕組みを実践
している。それは、「食農ファシリテーター」を示すシンボルマークを作成し、それを資格取得者の
み使えるようにしたというものである。「UTSUNOMIYA UNIVERSITY」「食農ファシリテーター」の
ロゴが入ったシンボルマークを、名刺や各種資料、製品化した商品などに入れることができるように
することで、宇都宮大学とのつながりや、宇都宮大学によって権威化されていることを視覚的に示す
ことができるようになっている。
（戸室 憲勇）
まとめにかえて
　筆者たちが実際に進めた実践については、紙幅の都合上、その具体的な姿がある程度まで浮かび上
がるような紹介までで留めざるをえなかった。そのため、実践そのものの反省的な再検討と、実践を
分析・考察するための研究方法など、根本的な課題が残っている。だが、大学が進める「人材養成を
つうじた社会貢献」の一つのあり方として、これまでには得ることが難しかった研究材料を提供でき
ているという意味では、一定の役割を果たせたと自負している。この実践例については、別の機会に
いっそう具体的に論じ、諸々の課題および可能性を整理していきたいと考える。
　今や、これまでは社会とほとんど隔絶した超然とした存在であった大学が、社会に対して「開く」
ことを避けられない時代に突入した。加えて、「社会貢献」が法的な意味において責務となった。だ
が一方で、大学の社会貢献について原理的に突き詰めて考えれば考えるほど、「大学の自治」や「学
問の自律性」および「教育・研究活動の自主性」に齟齬が生じないかどうかを常に意識せざるをえな
い。というのは、大学にとって、社会貢献しようと努める中で、もっぱら社会変化への適応を迫られ
る面も出てくるし、また社会からの協力を得られる反面、社会からの監視を受けて縛られていくとい
う面も出てくるからである。仮にもっぱら社会で有用であることを強く意識して人材養成を行うとす
れば、大学が悪い意味で専門学校化するということを意味する。
　しかし、こうした点にあらかじめ注意しながらも、大学の社会貢献として人材養成に力を入れるこ
とが重要である。というのは、いつの時代であっても、大学といえども、そのときそのときの社会の
あり方を基盤として成立してきたし、何らかの形で人材養成に関わってきたからである。良い悪いの
問題は別として、社会的存在としての大学が、自らがよって立つ時代的条件を完全無視することは不
可能である。改めて、大学の社会的存在意義を根本から問い直してみるべきではなかろうか。
（佐々木 英和）
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